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1．研究の背景と目的 
 地震発生直後，被災地へアクセスする為の道路の
確保は重要な課題である．2011 年 3 月 11 日に発生
した東北地方太平洋沖地震では，津波で大きな被害
が想定される沿岸部への進出の為，「くしの歯作戦」
と称した道路啓開が行われた．道路啓開とは，緊急
車両等の為に，1車線でも通行できるよう道路上の障
害物を除去し，簡易な段差修正を行い，救援ルート
をあけることをいう．このケースでは内陸をはしる
東北道，国道 4 号に着目し，救援ルートをくしの歯
型に設定した．震災から 1 週間後には 97%が通行可
能となり，道路啓開は終了しました．東北地方太平
洋沖地震の教訓として以下のことがあげられる． 
（1）橋梁の耐震補強を実施してきた結果，地震動に
よる致命的な被害を防ぐ． 
（2）津波を考慮して高台に計画された三陸縦貫自動
車道（開通率 51%）の部分供用区間が緊急輸送
路として機能． 
（3）東北道からのアクセス道路の間隔が広く，速や
かに到達できない地区が発生． 
 本研究では，道路啓開を行う上で道路橋が落橋等
の甚大な被害を生じていないことが重要と考え，道
路橋に焦点をあてる．そして，要素としての道路橋
の耐震信頼度の違いが、道路ネットワークシステム
信頼度に及ぼす影響を評価し，対策の重要度を定量
的に把握することを目的とする． 
 
2．対象ネットワーク 
2.1 対象地域 
 現在，南海トラフ地震の発生が危惧されているこ
とから，地震が発生した場合に著しい被害が生じる
恐れのある地域 1）の中から和歌山県を対象にした．
和歌山県を対象地域に選定した理由として以下のこ
とをあげる． 
（1）紀伊半島の先端部分は高規格幹線道路の空白地
帯であること．くしの歯作戦では，高規格幹線道路
を活かしたことが目的の早期達成に繋がったが，そ
のような策をとるのが難しい環境である． 
（2）国道 42 号が津波被害で寸断される可能性が高
いこと．南海トラフ地震では沿岸を走る国道 42号の
津波被害が想定されており，孤立地域が生じる可能
性が高い． 
（3）道路改良率が低いこと．和歌山県内の道路改良
率は一般国道，県道合わせて 54.4%2）である．全国
の平均（政令市分除く）が 75.6%，近畿地方の平均
が 69.3%と和歌山県の改良率が低いことが分かる． 
特に高規格幹線道路のない紀伊半島の先端部分は，
国道 42 号が唯一の幹線道路である． その地域にも
少なからず人は居住しており（図-1），早急な対応が
必要となっている． 
2.2 対象路線 
 対象路線は和歌山県緊急輸送道路に指定されてい
る路線の内，高規格幹線道路（京奈和自動車道，近
畿自動車道紀勢線等）を除いた路線とする．対象路
線の端点及び交差点をノード，ノード間の道路をリ
ンクとし，モデル化したものを図-2に示す．赤い点
は IC 等，矢印は除外した高規格幹線道路を示し，赤
い矢印は平成 27 年度供用開始予定の近畿自動車道
紀勢線（田辺～すさみ）を表している． 
 
 
図-1 人口総数（平成 22年国勢調査_500mメッシュ） 
 
図-2 ネットワークのモデル化 
表-1 東南海地震・南海地震の発生確率 
 東南海地震 南海地震 
マグニチュード 8.1 8.4 
平均発生間隔[年] 86.4 90.1 
最新活動期時期[年前] 67.1 65 
30 年発生確率[%] 72 61.9 
50 年発生確率[%] 94.1 90.2 
 
 
図-3 SI値分布（南海トラフ地震） 
 
2.3 対象橋梁 
橋長 15m以上，複数径間の道路橋とする． 
 
3．地震力の想定 
 地震力の指標には SI値を用いる．南海トラフに発
生する地震はいくつかの発生位置及び震源域につい
て予測されており，今回は以下のケースを想定する． 
① 東南海地震単独で発生する場合 
② 南海地震単独で発生する場合 
③ 想定し得る最悪のケースとなる南海トラフ巨
大地震 
地震ハザードステーション J-SHISで公表されている
東南海地震，南海地震の発生確率（2012 年モデル）
を表-1に示す．これら 3ケースの予測震度𝐼1）3）から，
式（1）4）によって SI値を推定する． 
𝑆𝐼 = 10−1.16+0.5∗𝐼      (1) 
南海トラフ巨大地震を想定した SI 値分布が図-3
である． 
 
4．道路橋の耐震性能 
4.1 適用道路橋示方書による分類 
 道路橋の耐震性能は適用道路橋示方書により異な
る． 
平成 7 年兵庫県南部地震をはじめとする過去の地
震において，被災度 A（耐荷力の低下に著しい影響
のある損傷を生じており、落橋等致命的な被害の可
能性がある場合）の被害が生じたのは昭和 55年より
古い道路橋示方書を適用したものであった． 
また平成 8年道路橋示方書以降の基準は，兵庫県 
 
図-4 道路橋の被害関数 
 
南部地震相当の地震力を想定して設計されている． 
 これらのことを踏まえ，道路橋示方書を 
I. 昭和 55年より古い道路橋示方書 
II. 昭和 55年，平成 2年道路橋示方書 
III. 平成 8年以降の道路橋示方書 
の 3つに分類する． 
4.2 道路橋の被害関数 
 本研究では道路啓開を想定しているため，被災度
A となる被害関数について考える．また，上部構造
を考慮した橋梁全体系の被害関数を推定するのは困
難なため，橋脚の被害関数のみから道路橋の被害発
生確率を推定する． 
昭和55年より古い基準のものは被災事例があるが，
昭和55年以降の基準のものは甚大な被害を生じた事
例が無いため，文献 5などを参考に図-4と設定した． 
4.3 道路橋の耐震補強対策 
 兵庫県南部地震以降，道路橋の耐震補強が急速に
進められている．特に緊急輸送道路の橋梁について
は，「緊急輸送道路の橋梁耐震補強3箇年プログラム」
とし，平成 17 年度から平成 19 年度までの 3 箇年で
重点的に耐震補強が実施された．兵庫県南部地震と
同程度の地震動に対しても落橋等の被害を防止し，
緊急輸送路としての機能を確保することが目的であ
った．対象路線にある昭和 55年道路橋示方書より古
い基準を適用した橋梁の内，複数径間で，耐震補強
を実施する必要のある橋梁が対象となった． 
 耐震補強の効果は東北地方太平洋沖地震の際に示
されたが，補強後の耐震性能を評価するのは困難な
ため，昭和55年道路橋示方書と同程度の性能とする． 
 
5．ネットワークの信頼性評価方法 
5.1 リンク毎の破壊確率 
道路橋の被害発生確率𝐵𝑘を，立地位置で想定され
る SI値と適用示方書に応じて，図-4から求める．リ
ンク内は直列システムであることから，リンク破壊
確率𝑃𝑓𝑖は式（2）で算出することができる．リンク内
の橋梁数を𝑋とする． 
      𝑃𝑓𝑖 = 1 −∏(1− 𝐵𝑘)
𝑋
𝑘=1
     (2) 
 
5.2 ネットワークシステムの破壊確率 
 最小カットセットとなるリンクの組み合わせを求
める．最小カットセットとは組み合わせに含まれる
全ての要素が故障した時，システムの故障を引き起
こす最小の組み合わせのことである．本研究では被
災地へ到達できない確率をシステム破壊確率𝑃𝑓，Tを
1つのカットセットに含まれるリンク集合，Mをカッ
トセット数とし，リンク破壊確率𝑃𝑓𝑖から式（3）で算
出する． 
     𝑃𝑓 = 1 −∏(1−∏𝑃𝑓𝑖
𝑖∈𝑇
)
𝑀
1
    (3) 
ただし，この手法で和歌山県全域のシステム破壊確
率を求めるのは効率的でないため，現在の近畿自動
車道紀勢線の終点である南紀田辺 ICから南部の地域
にあるノードを対象に算出する． 
 
6．結果 
6.1 道路橋の被害発生確率 
 ①東南海地震は，3ケースの中ではマグニチュード
も小さく，震源も離れているため，全体的に道路橋
の被害発生確率は小さく，ほとんどが 10%以下であ
った（図-5）．被害発生確率が高い道路橋でも 40%程
度だった． 
 ②南海地震は，被害発生確率 90%を超える道路橋
が，耐震補強前で 3 橋，現在は 1 橋であった．ただ
し，半数の道路橋の被害発生確率は 10%以下であり，
道路橋により大きく異なる結果となった． 
③南海トラフ巨大地震は，被害発生確率がバラつ
く結果となった（図-5）．但し，最悪のケースを想定
しているため被害発生確率 90%を超える道路橋も多
く，耐震補強前で全体の1 4⁄ ，現在では1 7⁄ が 90%を
超えている． 
6.2 リンク破壊確率 
 ①東南海地震は，道路橋の被害発生確率が低いの
で，破壊確率も低いリンクが多い．しかし，橋梁数
の多いリンクでは補強前で 40～65%，現在は 30～
55%まであがった． 
 ②南海地震の結果を図-6に示す．道路橋の被害発
生確率と同様の傾向で，破壊確率 30～40%程度（黄
緑色）のリンクが多いが，90%を超えるリンク（赤
色）もあるという結果になった．補強前の破壊確率
が 40～70%だったリンクで，補強後に 20%程度変化
していることが多く，3ケースの中で一番変化が分か
りやすい結果となった． 
③南海トラフ巨大地震は，個々の道路橋の被害発
生確率が高いため，リンク破壊確率も高い結果とな
った．耐震補強の前後で 10%程度変化したリンクが
多かったが，補強前の破壊確率が高すぎるため、効
果があったとは言い難い． 
6.3 ネットワークシステムの破壊確率 
①東南海地震の結果を図-7(a),(b)に示す．道路橋
の被害発生確率，リンク破壊確率の結果は他のケー
スに比べて低かった東南海地震だが，IC から離れた 
 
 
 
図-5 道路橋の被害発生確率 
 
 
(a)南海地震_補強前 
 
(b)南海地震_現在 
図-6 リンク破壊確率 
 
ノードに対する補強前のシステム破壊確率は 90%前
後の値となった．また，耐震補強の前後で 10～20%
程度の変化がみられた． 
 ②南海地震（図-7(c)），③南海トラフ巨大地震で
は，耐震補強の前後ともに，ほとんどのノードで
100%に近い値となった．③南海トラフ巨大地震は想
定している地震力が大きく，道路橋の被害発生確率
が高いことが影響していると考えられる．また②南
海地震でも，対象としている南部の地域に破壊確率
80%を超えるリンクが複数存在していることが影響
していると考えられる． 
 南部の地域におけるネットワークは単純で，迂回
路がほとんど無いため，一つ一つのリンクの重要度
が高く，それが影響した結果となっている． 
 
7．和歌山県の現状 
 南海トラフの巨大地震などの大規模災害に備えて，
高速道路ネットワークの整備，橋梁の耐震化や法面
の強化が図られている．近畿自動車道紀勢線の「田
辺～すさみ」，「太地～那智勝浦」は事業中で，平成
27 年度供用開始予定である．間の「すさみ～太地」
については計画段階となっている． 
 また，災害発生時に迅速な道路啓開を行うため，
あらかじめ必要な仮設資材を保管している．2013 年
12 月 20 日には近畿地方整備局，和歌山県，自衛隊，
新宮地方建設業協同組合などが連携して，「大規模地
震・津波を想定した広域陸路確保訓練」が実施され
た．緊急車両通行のため，がれき処理を行い，救援
ルートを確保，また津波で流出した橋梁を仮設橋等
で復旧する訓練が行われた． 
 
8．まとめ 
和歌山県を対象に①東南海地震，②南海地震，③
南海トラフ巨大地震の 3 ケースについて，道路ネッ
トワークシステムの信頼性を評価した．個々の道路
橋の耐震信頼度の違いは道路ネットワークシステム
に影響を及ぼすが，それ以上にネットワークの多重
性，代替性が影響を及ぼす結果となった．迂回路を
選定しようにも，図-8のように路線が少ない．また，
交通量が少ない，幅員が狭いなどの問題があり，ネ
ットワークの信頼性を向上させるための策としては，
効果的ではない． 
広域陸路確保訓練等が行われていることから，道
路ネットワークの信頼性評価において，施設の耐震
性能や多重性・代替性だけでなく，ソフト面の対策
を考慮した評価方法が必要であると考える． 
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   (a)東南海地震_補強前 
 
    (b)東南海地震_現在 
図-7 システム破壊確率 
 
図-8 国道・主要地方道・県道 
